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研究成果の概要（和文）：　本研究では，財務諸表の本文，注記，およびこれら以外でのリスク情報の開示と保証の内
容および方法を整理し，リスク情報がどのような要因によって開示・保証されているのか，そしてステークホルダーの
行動原理にどう影響を及ぼすかについて検討した。その結果，リスクは，財務諸表と財務諸表外情報を有機的に結合さ
せる要の概念であると同時に，開示と保証の一体的なあり方を考える上でも要の概念であることを明らかにした。
　リスク情報の統合開示によって，ステークホルダー間の同等な扱いの保証，実際的な将来予測情報の提供，良好なリ
スクマネジメントの促進，経営者の管理責任の十分な説明の効果が得られ財務報告の目的適合性が向上する。

研究成果の概要（英文）：　Risk information is fundamental to users assessing and predicting about the 
future cash flow of an entity. It is generally accepted that risk information is critical to 
understanding the financial performance and position of an entity. It is therefore generally accepted 
that a better understanding of risks by investors and other stakeholders would be beneficial.
　It is stated that enhanced information about what companies do to assess and manage risk will (1) 
provide practical forward-looking information, (2) reduce the cost of capital, (3) encourage better risk 
management, (4) help to ensure the equal treatment of stakeholders, and (5) improve accountability of 
management, (6)investor protection and the usefulness of financial reporting. Disclosure and assurance of 
risk information are becoming an integral part of the financial reporting.

研究分野： 財務会計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現代のグローバル社会における経済・経営

環境の不安定さに伴い，企業経営におけるリ

スク・マネジメントの重要性が増してきたこ

とと同時に，リスク情報開示の有用性が社会

的に認知されるようになってきている。した

がって，企業は多種多様なリスクを識別・評

価しており，リスク・マネジメントでは，予

想されるプラスもマイナスも含む全ての結

果と実際の結果との不一致を減らそうと試

みる。そこでは，経営者は，リスク選好と経

営戦略を適切に組み合わせて，リスクを伴う

事象（リスク事象）からのマイナスの効果を

逓減させ，プラスの効果を生み出すことで，

企業価値の創造と維持の確保に努めている。 

現代の財務報告基準（とくに国際財務報告

基準（IFRS））では，公正価値測定の活用に

よって個々の資産と負債に伴うリスクを財

務諸表の数値に積極的に反映させようとし

ている。しかし，当該リスクは，即座に財務

諸表に反映されるとは限らないので，財務諸

表の数値からは直接的に読み取ることが困

難なリスク事象を記述的に，例えば，「事業

等のリスク」などの財務諸表以外の場所で開

示している。このように，リスクは財務諸表

とそれ以外の情報のどちらにも反映されて

おり，これら 2 つの情報を有機的に結合させ

るための要の概念となる可能性を秘めてい

ると言うことができる。 

リスク事象の多くは，個々の資産と負債に

伴うリスクの集合体であり，財務諸表以外の

情報にも関連しているので，これら複合的な

リスク事象を網羅的に整理した報告書が必

要となってくる。本研究では，これに統合報

告書（Integrated Report）が該当する可能性が

あると考えている。それは，統合報告書では，

財務諸表と財務諸表以外の情報とを主要リ

スク評価指標（KRI）などを通して有機的に

結合させて，リスク情報の統合開示が可能と

なるからである。 
 

２．研究の目的 
金融市場やサプライチェーン等のグロー

バル化を背景とする相互依存関係の強化に

起因して大きく経済・経営環境が変化してい

る現代社会では，国家レベルでグローバル・

リスクに対して適応かつ回復できる能力，す

なわち，弾力性(resilience)を高める必要性が

増していると同時に，企業レベルでも同様な

リスク対応を高める必要性が増している。 

このような中，世界的な金融危機（リーマ

ンショック）を契機として資本主義経済の再

構築を模索する過程で，企業経営と会計ディ

スクロージャーのあり方が一体的に見直さ

れている。そこで，本研究では，不確実性の

時代において必要な会計ディスクロージャ

ーのあり方について検討することを目的と

して，財務報告における情報をリスク（不確

実性も含む概念）という視点で整理してみて，

そのリスク情報の開示と保証のあり方を検

討している。 

ここでの着眼点は，リスクは，財務諸表と

財務諸表以外の情報とを有機的に結合させ

るための要の概念と考えると同時に，開示と

保証の一体的なあり方を模索するための要

の概念と考えることである。 
 
３．研究の方法 
財務報告の目的は，企業への将来の正味キ

ャッシュインフローの見通しを評価するの

に役立つ情報を提供することである。一方，

企業は，キャッシュフローの金額と時期を変

えるために効果的な行動をとって，予想され

ない必要性や機会に適応できる能力，すなわ

ち財務弾力性（financial flexibility）を高め

る必要がある。つまり，企業にとっては，現

金創出能力を有することが重要であって，そ

れはリスクあるいは不確実性を伴う会計事

象を通して影響を受けるようになる。 

事業活動を営む組織には，営利目的か非営

利目的に関係なく，どのようにして正味キャ

ッシュインフローを生み出すかというプロ



セス，すなわち現金変換サイクルを具現化す

るビジネスモデルが存在している。そのビジ

ネスモデルを全社的に集約して報告するに

は，業績に加えて経営管理や産業規律などに

関連させての説明が不可欠となる。それには，

財務諸表とアウトカムを結合させて主要な

価値創造要因を忠実に表現する数値的デー

タ（メトリック）としての主要業績評価指標

（KPI）や KRI が必要となる。 

本研究では，リスク情報の統合開示の枠組

みの中で，①開示と保証，②財務諸表，③注

記，④財務諸表外，⑤開示のあり方に分けて，

以下の 14 の課題を中心に検討を行っている

（図を参照）。 

 

＜開示と保証＞ 

(1)財務報告と監査におけるリスクの整理   

(2)財務報告に係る保証の制度上の現状と課 

 題 

(3)統合報告にかかる保証のあり方に関する

意識調査の分析 

＜財務諸表＞ 

(4)公正価値測定と無形資産の認識 －リス 

ク・不確実性への対処をめぐって－ 

(5)公正価値測定のリスク －取引終了時刻直 

前の株価動向の分析－ 

＜注記＞ 

(6)注記の開示と監査 

(7)銀行における市場リスク情報の開示実態  

＜財務諸表外＞ 

(8)医薬品業界における「事業等のリスク」の 

開示実態 

(9)リスク情報に対する監査人の関与 

(10)監査人の保守性・知識と「事業等のリス

ク」の開示内容財務諸表外情報の信頼性の

検討 

＜開示のあり方＞ 

(11)Confirmation 仮説に基づく将来予測情

報の信頼性の検証 

(12)リスク情報の開示に関する当事者の行動 

原理 

(13)統合報告の可能性 －リスク情報の統合 

開示－ 
(14)リスク情報の統合開示の枠組み 
 
４．研究成果 
リスク情報は，次の①～③の役割を有して

おり，統合開示を試みることによって，情報

利用者がより適切にリスク情報を理解するの

に有効となる。  

①資産および負債から生じるキャッシュフ

ロー/利益・損失の可能性を理解するの 

に役立つ。 

②キャッシュフロー/利益・損失の水準とリ

スク・エクスポージャーとの関係を明らか

にすることにより，当期または過去の期間

における企業業績への理解に役立つ。 

③情報利用者が， (ⅰ)企業が市場や他の状

況の不利な変動に耐える能力と(ⅱ)当該状

況の有利な変動を活用する能力，すなわち

企業の財務弾力性，並びに回復力を理解す

るのに役立つ。 

本研究では，経済，社会および環境に係わ

るリスク評価が行える統合リスク・マネジメ

ントの導入によって，リスク評価プロセスと

当該プロセスを経て開示されたリスク情報

の有機的な結合を促すと同時に，財務諸表の

内外のリスク情報の統合を促すことが可能

となるという結論を得た。  

サステナビリティ情報については，トリプ

ルボトムラインを用いて，経済的，環境的お

よび社会的な側面から分類し，これら 3 つの

情報の統合開示の可能性について検討した。



そして，リスク情報とサステナビリティ情報

との統合開示の可能性については，経済的ア

プローチと環境・社会的アプローチに分けて

言及した。  

サステナビリティ・リスク情報の統合開示

によって，（ⅰ）良好なリスク・マネジメン

トが促進されて，（ⅱ）経営者の管理責任に

加えて，（ⅲ）企業活動の説明責任の信頼性

が向上する。そして，（ⅳ）ステークホルダ

ー間の同等な扱いの保証や（ⅴ）実際的な将

来予測情報の提供などの効果が得られて，最

終的には，（ⅵ）財務報告の目的適合性が向

上し，（ⅶ）信頼性が付与されることが明ら

かとなった。 
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